
○神栖市業務委託最低制限価格の設定に関する試行要領

平成２３年６月２０日

訓令第２０号

（趣旨）

第１条 この訓令は，測量，建築関係建設コンサルタント，土木関係建設コンサルタン

ト，地質調査及び補償関係コンサルタントの業務委託（以下「業務委託」という。）

について適正な競争の促進及び品質の向上を図るため，神栖市財務規則（昭和５８年

神栖町規則第１号）第１０８条第１項の規定により最低制限価格を設定し，試行導入

する算定方法を定めるものである。

（対象）

第２条 この訓令の対象となる業務委託は，契約主管課において競争入札により実施す

る業務委託とする。

（定義）

第３条 この訓令において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところ

による。

(1) 最低制限価格積算基準額（以下「基準額」という。）とは，最低制限価格の算出

の基礎となるものをいう。

(2) 無作為（ランダム）係数とは，無作為（ランダム）にくじにより抽選算出される

０．９８５０から１．０１５０までの数値をいう。

(3) 最低制限価格とは，地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の

１０第２項（第１６７条の１３を準用する場合を含む。）に定める最低制限価格を

いう。

（基準額及び最低制限価格）

第４条 基準額は，対象とする業務委託の予定価格に１１０分の１００を乗じて得た額

の算出の基礎となる別表に掲げる業務ごとの各算定項目の費用に，当該算定項目ごと

に定める割合を乗じて得た額の合算額（その額に１，０００円未満の端数があるとき

は，その端数を切り捨てる。）に１００分の１１０を乗じて得た額とする。ただし，

測量業務及び地質調査業務を除く業務委託にあっては，予定価格の１０分の６から１

０分の８．１までの範囲内の額（算出した額が予定価格の１０分の８．１を超える場

合にあっては１０分の８．１，１０分の６に満たない場合にあっては１０分の６の額

とする。）とし，測量業務にあっては，予定価格の１０分の６から１０分の８．２ま

での範囲内の額（算出した額が予定価格の１０分の８．２を超える場合にあっては１

０分の８．２,１０分の６に満たない場合にあっては１０分の６の額とする。）とし，

地質調査業務にあっては，予定価格の３分の２から１０分の８．５までの範囲内の額



（算出した額が予定価格の１０分の８．５を超える場合にあっては１０分の８．５，

３分の２に満たない場合にあっては３分の２の額とする。）とする。

２ 最低制限価格は，前項の基準額の１１０分の１００に相当する額に無作為（ランダ

ム）係数を乗じて算出した額（その額に１，０００円未満の端数があるときは，その

端数を切り捨てる。）に１００分の１１０を乗じて得た額とする。ただし，測量業務

及び地質調査業務を除く業務委託にあっては，予定価格の１０分の６から１０分の８．

１までの範囲内の額（算出した額が予定価格の１０分の８．１を超える場合にあって

は１０分の８．１,１０分の６に満たない場合にあっては１０分の６の価格とする。）

とし，測量業務にあっては，予定価格の１０分の６から１０分の８．２までの範囲内

の額（算出した額が予定価格の１０分の８．２を超える場合にあっては１０分の８．

２,１０分の６に満たない場合にあっては１０分の６の額とする。）とし，地質調査業

務にあっては，予定価格の３分の２から１０分の８．５までの範囲内の額（算出した

額が予定価格の１０分の８．５を超える場合にあっては１０分の８．５,３分の２に満

たない場合にあっては３分の２の額とする。）とする。

（複合案件）

第５条 前条に規定するもののほか，複合案件（別表左欄に掲げる業務を複合して１件

の業務委託の案件とする場合をいう。以下同じ。）に係る基準額及び最低制限価格は，

次条に定めるとおりとする。

（複合案件に係る基準額及び最低制限価格）

第６条 複合案件に係る基準額の算出については，第４条第１項の規定を準用する。こ

の場合において，同項中「業務委託の」とあるのは「業務委託を構成する業務ごとに

算出した基準額の合計額とし，その業務ごとの基準額は，」と，「予定価格」とある

のは「予定価格のうち当該業務に相当する額」と読み替えるものとする。

２ 複合案件に係る最低制限価格の算定については，第４条第２項本文の規定を準用す

る。この場合において，同項本文中「前項の基準額」とあるのは，「第６条第１項の

規定により算出した基準額」と読み替えるものとする。

３ 前項の場合において，最低制限価格の上限額にあっては対象とする業務委託を構成

する業務ごとに算出した最低制限価格の上限額の合計額とし，最低制限価格の下限額

にあっては対象とする業務委託を構成する業務ごとに算出した最低制限価格の下限額

の合計額とする。

４ 前項に規定する最低制限価格の上限額及び下限額の算出については，第４条第２項

ただし書の規定を準用する。この場合において，同条ただし書中「予定価格」とある

のは，「予定価格のうち当該業務に相当する額」と読み替えるものとする。

（基準額の決定）



第７条 予算執行者は，開札日までに基準額を決定するものとする。

２ 前項の規定により決定した基準額は，予定価格調書に記入して作成し，封をしてか

ら入札執行者に送付しなければならない。

（最低制限価格の算出方法等）

第８条 入札執行にあたっての入札執行者の手続きは，次のとおりとする。

(1) 予定価格調書を開封して記載された基準額を確認し，最低制限価格自動計算シス

テム（以下「自動計算システム」という。）に入力したうえで，無作為（ランダム）

係数を決定する。

(2) 基準額に前号の無作為（ランダム）係数を乗じて，最低制限価格を算出する。た

だし，予定価格以下で最低制限価格以上の範囲内に有効な入札がなく，かつ，最低

制限価格が変動する範囲の下限額以上に有効な入札がある場合は，当該最低制限価

格の直近下位の有効な入札の金額を新たな最低制限価格として置き換える。

(3) 基準額，無作為（ランダム）係数及び最低制限価格を印刷し，最低制限価格決定

の経緯を記録する。

２ 前項第１号で決定した無作為（ランダム）係数は開札後，口頭により公表できるも

のとする。

３ 自動計算システムの故障等により，当該自動計算システムへの入力が困難となった

場合には，機器の交換等必要な措置を講ずるものとする。この場合において自動計算

システムの回復の見込みがたたないときは，予定価格表に記載された基準額を最低制

限価格とすることができる。

付 則

この訓令は，平成２３年９月１日から施行する。

付 則（平成２５年訓令第１１号）

この訓令は，平成２５年４月１日から施行する。

付 則（平成３０年訓令第５号）

（施行期日）

１ この訓令は，平成３０年１月１５日から施行する。

（経過措置）

２ この訓令による改正後の神栖市業務委託最低制限価格の設定に関する試行要領の規

定は，この訓令の施行の日以後に公告又は指名通知をする業務委託について適用し，

同日前に公告又は指名通知をした業務委託については，なお従前の例による。

付 則（令和元年訓令第１０号）

（施行期日）

１ この訓令は，令和元年１０月１日から施行する。



（経過措置）

２ この訓令による改正後の神栖市業務委託最低制限価格の設定に関する試行要領の規

定（第３条第３号及び第４条中「１０８分の１００」を「１１０分の１００」に，「１

００分の１０８」を「１００分の１１０」に改める改正規定に係る規定を除く。）は，

この訓令の施行の日以後に公告又は指名通知をする業務委託について適用し，同日前

に公告又は指名通知をした業務委託については，なお従前の例による。

付 則（令和２年訓令第３号）

（施行期日）

１ この訓令は，令和２年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この訓令による改正後の神栖市業務委託最低制限価格の設定に関する試行要領の規

定は，この訓令の施行の日以後に公告又は指名通知をする業務委託について適用し，

同日前に公告又は指名通知をした業務委託については，なお従前の例による。

付 則（令和５年訓令第６号）

この訓令は，公布の日から施行する。

付 則（令和６年訓令第２６号）

（施行期日）

１ この訓令は，令和６年１０月１日から施行する。

（経過措置）

２ この訓令による改正後の神栖市業務委託最低制限価格の設定に関する試行要領の規

定は，この訓令の施行の日以後に公告又は指名通知をする業務委託について適用し，

同日前に公告又は指名通知をした業務委託については，なお従前の例による。

別表（第４条関係）

業務 算定項目 割合

測量業務 直接測量費 １０分の１０

測量調査費 １０分の１０

諸経費 １０分の５

建築関係建設コンサルタント業

務

直接人件費 １０分の１０

特別経費 １０分の１０

技術料等経費 １０分の６

諸経費 １０分の６

土木関係建設コンサルタント業

務

直接人件費 １０分の１０

直接経費 １０分の１０



その他原価 １０分の９

一般管理費等 １０分の５

地質調査業務 直接調査費 １０分の１０

間接調査費 １０分の９

解析等調査業務費 １０分の８

諸経費 １０分の５

補償関係コンサルタント業務 直接人件費 １０分の１０

直接経費 １０分の１０

その他原価 １０分の９

一般管理費等 １０分の５


